
 

 

大田区手数料条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 69 号）第３条の規定の施行に

よる建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）の改正に伴い、建築物の容積率の特

例認定申請手数料等を新たに設けるほか、所要の規定を整備する必要があるた

め、条例の一部を改正する。 

 

２ 改正概要 

（１）建築物の容積率の特例認定申請手数料の新設 

  住宅等の機械室等に設ける給湯設備に係る容積率緩和の手続きについて、

従来の許可制度から認定制度へ改正されることに伴い、申請手数料を新設す

る。 
 

（２）建築物の高さの特例許可申請手数料の新設 

  第一種低層住居専用地域等及び高度地区における高さ制限について、省エ

ネ設備の設置等の工事により高さ制限を超えることが構造上やむを得ない建

築物に対して許可する場合における申請手数料を新設する。 
 

（３）一団地の総合設計制度等の対象行為の拡充に伴う規定整理 

一団地における認定又は許可の対象行為は建築（新築、増築、改築、移転）

であったところ、当該対象行為に大規模修繕及び大規模模様替が追加されたこ

とに伴い、規定を整理する。 

 

３ 施行日 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくり環境委員会 

令和５年６月 19・20 日 

まちづくり推進部 資料７番 

所管 建築審査課 



手数料条例改正を要する建築基準法改正の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）建築物の容積率の特例認定申請手数料の新設について 

 

（２）建築物の高さの特例許可申請手数料の新設ついて 

 



（３）一団地の総合設計制度等の対象行為の拡充に伴う規定整理ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大田区手数料条例（昭和 32 年条例第 24号）新旧対照表 

新 旧 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

項 事務 名称及び額（１件につき） 徴収

時期 

8 3

の

２ 

建 築 基 準

法第 52 条第

６項第３号

の規定に基

づく建築物

の容積率に

関する特例

の認定の申

請に対する

審査 

建築物の容積率の特例認

定申請手数料 

28,000 円 

 

認 定

申 請

の と

き 

8 7

の

２ 

建 築 基 準

法第 55 条第

３項の規定

に基づく建

築物の高さ

に関する特

例の許可の

申請に対す

る審査 

建築物の高さの特例許可

申請手数料 

160,000 円 

 

許 可

申 請

の と

き 

88 建 築 基 準

法第 55 条第

４項各号の

規定に基づ

く建築物の

高さの許可

の申請に対

する審査 

（現行のとおり）  （ 現

行 の

と お

り） 

9 0

の

２ 

建 築 基 準

法第 58 条第

２項の規定

に基づく建

築物の高さ

に関する特

例の許可の

高度地区における建築物

の高さの特例許可申請手数

料 

160,000 円 

 

許 可

申 請

の と

き 

項 事務 名称及び額（１件につき） 徴収

時期 

（

新

設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設）  （ 新

設） 

（

新

設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設）  （ 新

設） 

88 建 築 基 準

法第 55 条第

３項各号の

規定に基づ

く建築物の

高さの許可

の申請に対

する審査 

（略）  （略） 

（

新

設） 

 

 

 

 

（新設） （新設） （ 新

設） 



新 旧 

申請に対す

る審査 

102 （現行のと

おり） 

一団地内において建築等

をする一又は二以上の構え

を成す建築物に関する特例

認定申請手数料 

（ 現

行 の

と お

り） 

(１) 建築物の数が１又

は２である場合 

82,000 円 

(２) 建築物の数が３以

上である場合  

82,000 円に２を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

103

の

２ 

（現行のと

おり） 

一団地内において建築等

をする一又は二以上の構え

を成す建築物に関する特例

及び敷地内に広い空地を有

する建築物の各部分の高さ

又は容積率に関する特例許

可申請手数料 

（ 現

行 の

と お

り） 

(１) 建築物の数が１又

は２である場合 

238,000 円 

(２) 建築物の数が３以

上である場合  

238,000 円に２を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

104 建 築 基 準

法第 86 条の

２第１項の

規定に基づ

く建築物の

新築又は増

築等の認定

公告対象区域内の建築物

の新築又は増築等の認定申

請手数料 

(１) 建築物の数が１で

ある場合 

82,000 円 

(２) 建築物の数が２以

（ 現

行 の

と お

り） 

 

 

102 （略） 一団地内に建築される一

又は二以上の構えを成す建

築物に関する特例認定申請

手数料 

（略） 

(１) 建築物の数が１又

は２である場合 

82,000 円 

(２) 建築物の数が３以

上である場合  

82,000 円に２を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

103

の

２ 

（略） 一団地内に建築される一

又は二以上の構えを成す建

築物に関する特例及び敷地

内に広い空地を有する建築

物の各部分の高さ又は容積

率に関する特例許可申請手

数料 

（略） 

(１) 建築物の数が１又

は２である場合 

238,000 円 

(２) 建築物の数が３以

上である場合  

238,000 円に２を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

104 建 築 基 準

法第 86 条の

２第１項の

規定に基づ

く一敷地内

認定建築物

以外の建築

一敷地内認定建築物以外

の建築物の建築認定申請手

数料 

(１) 建築物（一敷地内

認定建築物を除く。

(２)において同じ。）の

数が１である場合 

（略） 



新 旧 

の申請に対

する審査 

上である場合  

82,000 円に１を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

 

 

 

104

の

２ 

建 築 基 準

法第 86 条の

２第２項又

は第３項の

規定に基づ

く建築物の

新築又は増

築等に関す

る特例の許

可の申請に

対する審査 

公告対象区域内の建築物

の新築又は増築等に関する

特例許可申請手数料 

(１) 建築物の数が１で

ある場合 

238,000 円 

(２) 建築物の数が２以

上である場合  

238,000 円に１を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

 

 

 

 

（ 現

行 の

と お

り） 

 

物の建築の

認定の申請

に対する審

査 

82,000 円 

(２) 建築物の数が２以

上である場合  

82,000 円に１を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

 

104

の

２ 

建 築 基 準

法第 86 条の

２第２項又

は第３項の

規定に基づ

く一敷地内

認定建築物

又は一敷地

内許可建築

物以外の建

築物の建築

に関する特

例の許可の

申請に対す

る審査 

一敷地内認定建築物又は

一敷地内許可建築物以外の

建築物の建築に関する特例

許可申請手数料 

(１) 建築物（一敷地内

認定建築物又は一敷地

内許可建築物を除く。

(２)において同じ。）の

数が１である場合 

238,000 円 

(２) 建築物の数が２以

上である場合  

238,000 円に１を超

える建築物の数に 29,

000 円を乗じて得た額

を加算した額 

（略） 

 

備考 規格は、日本産業規格とする。 備考 規格は、日本産業規格とする。 

付則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


